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１．平成18年 8月中間期の業績（平成18年 3月 1日～平成18年 8月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 8月中間期 29,205 △13.1 △1,682 － △1,675 －
17年 8月中間期 33,608 △3.6 △124 － △509 －

18年 2月期 65,789 2,129 1,360

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年 8月中間期 342 － 2 95
17年 8月中間期 △443 － △4 17

18年 2月期 750 6 75

（注）①期中平均株式数 18年8月中間期 116,211,101株 17年8月中間期 106,385,890株 18年2月期 108,571,013株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総　資　産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 8月中間期 114,860 55,911 48.7 473 35
17年 8月中間期 109,320 45,195 41.3 424 90

18年 2月期 114,345 54,413 47.6 471 50

（注）①期末発行済株式数 18年8月中間期 118,087,370株 17年8月中間期 106,367,601株 18年2月期  115,370,614株

②期末自己株式数 18年8月中間期 896,908株 17年8月中間期 616,677株 18年2月期      613,664株

２．平成19年 2月期の業績予想（平成18年 3月 1日～平成19年 2月28日）  

売　上　高 経 常 利 益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 63,480 180 1,230

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　 10円42銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年 2月期 － 3 3

19年 2月期（実績） － －
3

19年 2月期（予想） － 3

 

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関

する事項につきましては、中間決算短信（連結）添付資料の６ページをご参照ください。
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１．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

(平成17年８月31日現在)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  3,535,427   7,905,953   5,038,043   

２．受取手形  106,550   －   740   

３．売掛金  7,394,700   6,556,778   6,592,297   

４．たな卸資産  5,886,287   4,476,509   5,511,704   

　 ５．前渡金  3,933,836   2,694,779   3,015,918   

　 ６．繰延税金資産  1,409,731   1,057,965   948,300   

７．短期貸付金  1,326,400   4,346,140   4,320,440   

８．立替金  1,035,989   954,109   253,063   

９．その他 ※４ 1,372,573   1,694,222   1,261,642   

貸倒引当金  △11,980   △171,998   △23,368   

流動資産合計   25,989,517 23.8  29,514,461 25.7  26,918,782 23.6

Ⅱ　固定資産           

１. 有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２ 19,640,023   18,912,049   19,340,185   

(2) 設備  6,911,447   6,483,456   6,865,352   

(3) 土地 ※２ 14,744,113   15,180,880   15,158,775   

(4) 建設仮勘定  53,638   137,892   36,842   

(5) その他  1,847,958   1,801,984   1,848,700   

有形固定資産合計   43,197,181 39.5  42,516,262 37.0  43,249,856 37.8

２. 無形固定資産   1,380,923 1.3  1,548,058 1.3  1,478,579 1.3

３. 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 14,511,449   17,674,902   18,656,996   

(2) 関係会社株式 ※２ 8,568,715   8,618,417   8,415,536   

(3) 出資金  9,312,288   9,313,288   9,312,288   

(4) 長期貸付金  2,159,117   1,951,064   1,999,312   

(5) 差入保証金  5,176,834   4,689,234   5,210,433   

(6) その他  845,808   935,892   860,730   

貸倒引当金  △1,831,416   △1,929,289   △1,784,306   

投資その他の資産合計   38,742,797 35.4  41,253,509 36.0  42,670,990 37.3

固定資産合計   83,320,902 76.2  85,317,830 74.3  87,399,426 76.4

Ⅲ　繰延資産           

１. 新株発行費   10,561   －   27,171  

２. 株式交付費   －   28,552   －  

繰延資産合計   10,561 0.0  28,552 0.0  27,171 0.0

資産合計   109,320,980 100.0  114,860,844 100.0  114,345,380 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年８月31日現在)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  3,983,840   4,378,659   3,639,022   

２．短期借入金 ※２ 10,862,830   9,035,560   10,485,810   

３．一年以内償還予定社債  400,000   1,100,000   400,000   

４．未払金  6,456,435   5,872,743   4,060,168   

５．未払事業所税  22,652   24,538   45,885   

６．未払法人税等  64,486   282,462   643,103   

７．賞与引当金  212,652   212,925   327,821   

８．設備関係未払金  319,894   290,041   186,060   

９. 新株予約権  －   －   25,690   

10．その他 ※４ 3,703,773   3,087,236   3,143,568   

流動負債合計   26,026,565 23.8  24,284,167 21.1  22,957,131 20.1

Ⅱ　固定負債           

１．社債  3,400,000   2,300,000   3,200,000   

２．長期借入金 ※２ 25,056,810   23,166,250   23,595,000   

３．繰延税金負債  1,876,760   1,844,462   2,444,704   

４．退職給付引当金  1,486,663   1,430,225   1,554,960   

５．役員退職慰労引当金  653,862   598,137   683,562   

６．受入保証金  5,625,095   5,325,889   5,496,078   

固定負債合計   38,099,192 34.9  34,664,965 30.2  36,974,305 32.3

負債合計   64,125,757 58.7  58,949,133 51.3  59,931,437 52.4

　(資本の部）           

 Ⅰ　資本金   22,651,795 20.7  － －  26,201,895 22.9

 Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  13,364,597   －   16,907,547   

２．その他資本剰余金  2,012,351   －   2,014,044   

資本剰余金合計   15,376,948 14.1  － －  18,921,591 16.6

 Ⅲ　利益剰余金           

１．任意積立金  973,015   －   973,015   

２．中間（当期）未処分利
益

 1,552,697   －   2,746,427   

利益剰余金合計   2,525,713 2.3  － －  3,719,443 3.3

 Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

  5,045,300 4.6  － －  5,989,291 5.2

 Ⅴ　自己株式   △404,534 △0.4  － －  △418,279 △0.4

　　 資本合計   45,195,222 41.3  － －  54,413,943 47.6

負債・資本合計   109,320,980 100.0  － －  114,345,380 100.0

－ 3 －



  
前中間会計期間末

(平成17年８月31日現在)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

　(純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   － －  27,418,295 23.9  － －

２．資本剰余金           

(1) 資本準備金  －   18,120,757   －   

(2) その他資本剰余金  －   2,008,010   －   

　　 　資本剰余金合計   － －  20,128,768 17.5  － －

３．利益剰余金           

(1) その他利益剰余金           

　　固定資産圧縮積立金  －   931,030   －   

　　繰越利益剰余金  －   2,768,018   －   

　　 　利益剰余金合計   － －  3,699,049 3.2  － －

４．自己株式   － －  △686,994 △0.6  － －

　　 株主資本合計   － －  50,559,118 44.0  － －

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  5,337,912 4.7  － －

　　 評価・換算差額等合計   － －  5,337,912 4.7  － －

Ⅲ　新株予約権   － －  14,680 0.0  － －

　　 純資産合計   － －  55,911,711 48.7  － －

　　 負債・純資産合計   － －  114,860,844 100.0  － －
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(2) 中間損益計算書

  

前中間会計期間

（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間

（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   33,608,948 100.0  29,205,718 100.0  65,789,867 100.0

Ⅱ　売上原価   20,163,477 60.0  17,578,789 60.2  37,032,066 56.3

売上総利益   13,445,471 40.0  11,626,928 39.8  28,757,801 43.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費   13,570,154 40.4  13,309,875 45.6  26,627,850 40.5

営業利益又は営業損失(△)   △124,683 △0.4  △1,682,946 △5.8  2,129,950 3.2

Ⅳ　営業外収益 ※１  479,010 1.4  639,504 2.2  793,085 1.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  863,983 2.5  631,724 2.1  1,562,221 2.3

経常利益又は経常損失(△)   △509,655 △1.5  △1,675,166 △5.7  1,360,814 2.1

Ⅵ　特別利益 ※３  － －  3,613,915 12.4  1,445,788 2.2

Ⅶ　特別損失
※４
※６

 348,981 1.0  1,568,456 5.4  1,595,934 2.5

税引前中間（当期）純利益
又は純損失(△)

  △858,636 △2.5  370,292 1.3  1,210,668 1.8

法人税、住民税及び事業税  12,866   290,599   506,696   

法人税等調整額  △427,806 △414,940 △1.2 △263,024 27,574 0.1 △46,062 460,634 0.7

中間（当期）純利益又は純
損失(△)

  △443,696 △1.3  342,717 1.2  750,033 1.1

前期繰越利益   1,996,393   －   1,996,393  

中間（当期）未処分利益   1,552,697   －   2,746,427  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年３月１日　至平成18年８月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計固定資産圧

縮積立金
繰越利益剰
余金

平成18年２月28日　残高

（千円）
26,201,895 16,907,547 2,014,044 18,921,591 973,015 2,746,427 3,719,443 △418,279 48,424,651

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円） 1,216,400 1,213,210  1,213,210     2,429,610

利益処分による固定資産圧縮

積立金取崩（千円）
    △41,984 41,984 ―  ―

剰余金の配当（千円）      △346,111 △346,111  △346,111

利益処分による役員賞与　

（千円）
     △17,000 △17,000  △17,000

中間純利益（千円）      342,717 342,717  342,717

自己株式の取得（千円）        △351,195 △351,195

自己株式の処分（千円）   △6,033 △6,033    82,480 76,447

株主資本以外の項目の中間　

会計期間中の変動額（純額）

（千円）

         

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
1,216,400 1,213,210 △6,033 1,207,176 △41,984 21,590 △20,394 △268,715 2,134,466

平成18年８月31日　残高

（千円）
27,418,295 18,120,757 2,008,010 20,128,768 931,030 2,768,018 3,699,049 △686,994 50,559,118

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成18年２月28日　残高

（千円）
5,989,291 25,690 54,439,632

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円）   2,429,610

利益処分による固定資産圧縮

積立金取崩（千円）
  ―

剰余金の配当（千円）   △346,111

利益処分による役員賞与　

（千円）
  △17,000

中間純利益（千円）   342,717

自己株式の取得（千円）   △351,195

自己株式の処分（千円）   76,447

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額）

（千円）

△651,379 △11,010 △662,389

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△651,379 △11,010 1,472,077

平成18年８月31日　残高

（千円）
5,337,912 14,680 55,911,711
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同　　　　左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同　　　　左

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

同　　　　左

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

(ロ)時価のないもの

移動平均法による原価法

(ロ)時価のないもの

同　　　　左

(ロ)時価のないもの

同　　　　左

(2）デリバティブ

時価法

　 (2）デリバティブ

同　　　　左

(2）デリバティブ

同　　　　左

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産

ビデオテー

プ・プログラ

ム・キャラク

ター商品

 
移動平均法による原

価法

映像版権商品
 個別法による原価法

商品土地

その他の商品 
先入先出法による原

価法

製品
 個別法による原価法

仕掛品

原材料
 

先入先出法による原

価法貯蔵品

同　　　　左 同　　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法によっております。

なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却によってお

ります。

主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　建物　　　　　10～50年

　設備　　　　　３～20年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　　左

 

 

　

　

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2）無形固定資産

同　　　　左

(2）無形固定資産

同　　　　左
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前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

３．　　―――――――

 

３．繰延資産の処理方法

　 株式交付費

　株式交付のときから３年間にわ

たり定額法により償却しておりま

す。なお、前事業年度に計上して

いた「新株発行費」は「株式交付

費」に振り替え、旧商法施行規則

に規定する最長期間（３年間）で

均等償却しております。

３．繰延資産の処理方法

新株発行費 

　商法施行規則の規定に基づき３

年間で均等償却しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については実績

繰入率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

４．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　　同　　　　左

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　同　　　　左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の賞与支

給見込額のうち、当中間会計期間

に負担すべき額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

　　同　　　　左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の賞与支

給見込額のうち、当期に負担すべ

き額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。

　なお、過去勤務債務はその発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

　また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額を翌期から費用処理するこ

ととしております。

(3）退職給付引当金

　  同　　　　左

　

　

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上

しております。

　なお、過去勤務債務はその発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

　また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

按分した額を翌期から費用処理す

ることとしております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく中間期末における要支給額を

計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　　同　　　　左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく期末における要支給額を計上

しております。
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前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

５．外貨建ての資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

５．外貨建ての資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　　　同　　　　左

５．外貨建ての資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

６．リース取引の処理方法

同　　　　左

６．リース取引の処理方法

同　　　　左

７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引については、振

当処理の要件を満たしている場合に

は振当処理を、金利スワップ取引及

び金利キャップ取引については、特

例処理の要件を満たしている場合に

は特例処理を採用しております。

７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　　　　 同　　　　左

７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　　　　 同　　　　左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

金利スワップ取引

金利キャップ取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…　同　　左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…　同　　左

ヘッジ対象…外貨建予定取引及び

借入金

ヘッジ対象…　同　　左 　　ヘッジ対象…　同　　左

(3）ヘッジ方針

　外貨建予定取引の為替変動リスク

及び借入金の金利変動リスクを回避

する目的で為替予約取引、金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。

(3）ヘッジ方針

　　　　同　　　　左

(3）ヘッジ方針

　　　　同　　　　左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者の

変動額等を基礎としてヘッジ有効性

を評価しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　同　　　　左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　同　　　　左

８．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

８．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　　　　同　　　　左

８．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　　　　同　　　　左
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　会計処理方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を

適用しております。これにより税引前

中間純利益が270,391千円減少してお

ります。なお、減損損失累計額につき

ましては、改正後の中間財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直接控除

しております。

 

（繰延資産の処理方法）

当中間会計期間より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業

会計基準委員会　平成18年８月11日　

実務対応報告第19号）を適用しており、

前事業年度において繰延資産の内訳と

して表示していた「新株発行費」は、

当中間会計期間より「株式交付費」と

して表示する方法に変更しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

  関する会計基準）

当中間会計期間より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響

はありません。なお、従来の資本の部

の合計に相当する金額は55,897,031千

円であります。

中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間財務諸表は、

改正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

   

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

―――――――
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前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

――――――― （ストック・オプション等に関する

  会計基準）

当中間会計期間より「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第８号）及び「ストック・

オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会　平成18

年５月31日　企業会計基準適用指針第

11号）を適用しております。

その結果、従来の方法によった場合に

比べ、営業損失及び経常損失は3,458

千円増加し、税引前中間純利益は3,458

千円減少しております。

―――――――

　表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

（中間貸借対照表）

前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて表示し

ていた「未払金」は、当中間会計期間末において負債・資

本合計額の100分の5を超えたため、区分掲記しております。

なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は5,145,435

千円であります。　

―――――――

追加情報

前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

（法人事業税における外形標準課税

  部分の中間損益計算書上の表示方

　法）

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

中間会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日企業会計基準委員会実

務対応報告第12号）に従い、法人事業

税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しており

ます。

　この結果、販売費及び一般管理費が

51,620千円増加し、営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失が51,620千円

増加しております。 

―――――――

 

（法人事業税における外形標準課税

  部分の損益計算書上の表示方法）

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日企業会計基準委員会実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しておりま

す。

　この結果、販売費及び一般管理費が

136,407千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が136,407千円

減少しております。 

－ 11 －



注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目及び科目
前中間会計期間末

（平成17年８月31日現在）
当中間会計期間末

（平成18年８月31日現在）
前事業年度末

（平成18年２月28日現在）

※１．有形固定資産減価償却

累計額

（千円）

27,222,713

（千円）

27,982,777

（千円）

    27,577,126

※２．担保に供している資産 （千円） （千円） （千円）

(1）建物

(2）土地

(3）投資有価証券

(4）関係会社株式

合計

15,140,341

 2,855,236

8,224,486

154,501

 26,374,565

14,672,903

2,855,236

9,698,746

132,001

27,358,888

14,937,409

2,855,236

10,330,747

154,501

28,277,894

上記に対応する債務    

(1） 短期借入金

(2）

長期借入金

(１年以内返済分を

含む）

 合計

7,575,000

22,513,580

30,088,580

 5,235,000

21,309,750

26,544,750

7,560,000

20,731,750

28,291,750

 　関係会社の銀行借入金を担保する

ため上記のほかに、建物478,228千

円、土地2,682,401千円、投資有価

証券366,151千円、関係会社株式

15,628千円を物上保証に供しており

ます。

　関係会社の銀行借入金を担保する

ため上記のほかに、建物303,420千

円、土地1,100,145千円を物上保証

に供しております。

　関係会社の銀行借入金を担保する

ため上記のほかに、建物466,778千

円、土地2,682,401千円、投資有価

証券425,530千円、関係会社株式

15,628千円を物上保証に供しており

ます。

 ３．偶発債務

 　　債務保証

　下記の会社・従業員の銀行借入金

について債務の保証を行っておりま

す。

　下記の会社・従業員の銀行借入金

について債務の保証を行っておりま

す。

　下記の会社・従業員の銀行借入金

について債務の保証を行っておりま

す。

  　（千円）

㈱松竹マルチプレック

スシアターズ
6,496,830

㈱鎌倉ケーブルコミュ

ニケーションズ
1,073,880

㈱神奈川メディアセン

ター
262,200

㈱京都ケーブルコミュ

ニケーションズ
201,630

中映㈱      150,000

松竹京都映画㈱ 30,000

従業員（住宅資金他）    209,550

合計 8,424,091

 　 （千円）

㈱松竹マルチプレック

スシアターズ
4,944,851

㈱鎌倉ケーブルコミュ

ニケーションズ
 766,700

㈱神奈川メディアセン

ター
204,200

㈱京都ケーブルコミュ

ニケーションズ
175,099

松竹京都映画㈱  40,000

従業員（住宅資金他）  182,141

合計  6,312,992

 　（千円）

㈱松竹マルチプレック

スシアターズ
5,640,681

㈱鎌倉ケーブルコミュ

ニケーションズ
915,710

㈱神奈川メディアセン

ター
  223,200

㈱京都ケーブルコミュ

ニケーションズ
188,364

従業員（住宅資金他）  192,994

合計  7,170,950

※４．消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。

─────
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項目及び科目
前中間会計期間末

（平成17年８月31日現在）
当中間会計期間末

（平成18年８月31日現在）
前事業年度末

（平成18年２月28日現在）

５．当座貸越契約及び貸出

コミットメント

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行４行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行６行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

 （千円） （千円） （千円）

(1)

当座貸越限度額及び

貸出コミットメント

の総額

(2) 借入実行残高

 差引額

5,310,000

       －

  5,310,000

14,885,000

5,185,000

9,700,000

5,310,000

－

5,310,000

（中間損益計算書関係）

項目及び科目
前中間会計期間

（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

※１．営業外収益の主要項目 （千円） （千円） （千円）

受取利息       14,039 28,895 28,309

受取配当金        392,629 470,750 481,687

※２．営業外費用の主要項目 （千円） （千円） （千円）

支払利息       284,171 279,217 550,402

※３．特別利益の主要項目 （千円） （千円） （千円）

投資有価証券売却益       －             　－ 1,445,788

固定資産売却益       －             3,557,472 －

関係会社整理損

戻入益

      － 37,742 －

ゴルフ会員権売却益       －             18,700 －

※４．特別損失の主要項目 （千円） （千円） （千円）

固定資産除却損  － 3,637 71,477

固定資産解体費用  － 200,000 －

投資有価証券評価損  － 635,383 －

映像商品等償却損  －         － 372,838

映像製作企画倒れ

償却損

 －         99,004 －

たな卸資産廃棄損  －         － 336,827

関係会社整理損  － 341,539 208,870

関係会社株式消却損  －         10,000 480,650

関係会社株式評価損  348,981         － 21,509

関係会社貸倒引当金

繰入額
       － － 80,000

ゴルフ会員権評価損  － 8,500 －

減損損失  － 270,391 －

　５．減価償却実施額 （千円） （千円） （千円）

有形固定資産 764,076 777,640 1,570,658

無形固定資産       43,424       80,444 112,142
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項目及び科目
前中間会計期間

（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

※６．減損損失 　   

用途 所在地 種類
減損損失

（千円）

映画劇場
東京都

渋谷区 

設備・その

他
61,749

〃
大阪市

中央区 
〃 21,331

賃貸　　

不動産 

東京都

新宿区 

建物・

設備 
187,310

計   270,391

 

  当社は、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として、

管理会計上の区分を基準に、

原則として劇場及び賃貸不動

産は個々の物件単位、その他

は収益計上区分を勘案し、資

産のグルーピングを行ってお

ります。

その結果、処分予定資産及び

営業活動から生じる損益が継

続してマイナスであり、かつ、

業績の回復が見込めないもの

について、資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

回収可能価額は、正味売却価

額または使用価値により測定

しております。正味売却価額

は、取引事例等を勘案して合

理的な見積もりにより算定し

ております。また、使用価値

は零として算定しております。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年３月１日　至　平成18年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 613,664 392,026 108,782 896,908

合計 613,664 392,026 108,782 896,908

 （注）１．自己株式（普通株式）の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

 　　　２．自己株式（普通株式）の減少108,782株は、単元未満株式の買増請求による減少7,782株及びストックオプシ

　　　　　 ョンの権利行使による減少101,000株であります。

①　リース取引

　　　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

②　有価証券

前中間会計期間末　（平成17年８月31日現在）

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 － － －

関連会社株式 152,700 8,184,820 8,032,119

当中間会計期間末　（平成18年８月31日現在）

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 － － －

関連会社株式 152,700 8,477,135 8,324,434

前事業年度末　（平成18年２月28日現在）

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 － － －

関連会社株式 152,700 8,391,160 8,238,459
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

　新株予約権の発行　

　　当社は平成17年８月16日開催の

　当社取締役会において、当企業グ

　ループの映画・演劇興行力強化の

　ため、第三者割当による新株予約

　権の発行について決議し、平成17

　年９月１日に新株予約権の発行総

　額である58,720千円の払込を受け

　ております。

１．新株予約権の割当対象者

　　みずほ証券株式会社　  　

２．新株予約権の総数

  　160個

３．新株予約権の目的である株式の

　  種類及び数（当初）

　　普通株式　16,000,000株

４．各新株予約権の発行価額

　　新株予約権１個当たり367,000円

５．新株予約権の発行総額

    58,720千円　　

６．新株予約権の払込期日

　　平成17年９月１日

７．新株予約権の行使の際の払込金

　　額（当初）

　　１株当たり　807.4円

８．新株予約権の行使により発行す

　　る株式の発行総額

　　12,977,120千円

９．新株予約権の権利行使期間

　　平成17年９月２日～平成20年９

　　月１日

10．新株予約権の行使により新株を

　　発行する場合の株式の発行価額

　　中の資本組入額

　　株式の発行価額に0.5を乗じた額

11．新株予約権の期中行使があった

　　場合の取扱い　　

　　本新株予約権の行使により交付

　　された当社普通株式の配当金又

　　は商法第293条ノ５に定められた

　　金銭の分配（中間配当金）につ

　　いては、本新株予約権の行使が

　　毎年３月１日から８月31日まで

　　の間になされたときは３月１日

　　に、毎年９月１日から翌年２月

　　末日までの間になされたときは

　　９月１日に、それぞれ当社普通

　　株式の交付があったものとみな

　　してこれを支払う。　　

　株式会社衛星劇場との簡易株式交

　換　

　　当社は平成18年９月25日開催の

　当社取締役会において、平成18年

  12月１日を期して簡易株式交換に

　より株式会社衛星劇場を完全子会

　社とすることを決議いたしまし

　た。

１．株式交換による完全子会社化の 

    目的

　　当社は、グループ経営を強化

　　し、迅速かつ効率的な事業運営

　　を推し進め、グループ企業価値

　　を高めることを目的として、株

　　式会社衛星劇場を完全子会社と

　　いたします。　　

２．株式交換契約の概要

　(1) 株式交換の内容

 　　 会社法第796条第３項に定める

　　　方法による簡易株式交換

　(2) 株式交換の方法及び時期

 　　 平成18年９月25日に締結した

      株式交換契約書に基づき、平

　　　成18年12月１日を株式交換の

　　　効力発生日として、株式交換

　　　を行い、株式会社衛星劇場の

　　　株主（当社を除く）に対して

　　　当社の株式を割当交付する結

　　　果、株式会社衛星劇場が当社

　　　の完全子会社となります。

　(3) 株式交換に際して発行する株

　　　式及び割当

 　　 当社は、株式会社衛星劇場と

　　　の株式交換に際して、普通株

　　　式4,911,300株を発行し、株式

　　　交換の日の前日における最終

　　　の株式会社衛星劇場の株主名

　　　簿に記載又は記録された株主

　　　のうち、当社を除く株主に対

　　　して株式会社衛星劇場の普通

　　　株式１株につき当社の普通株

　　　式270株を割当交付いたしま

　　　す。ただし、当社が保有する

　　　株式会社衛星劇場の普通株式

　　　31,810株については、株式交

　　　換による株式の割当を行いま

　　　せん。

　

―――――――
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前中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成18年３月１日
至　平成18年８月31日）

前事業年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

 　(4) 増加すべき資本金及び資本準

　　　備金の額

 　　 当社が本株式交換に際して、

      増加する資本金及び資本準備

　　　金の額は、次の通りといたし

　　　ます。

　　  ①資本金　　　　　　０円

 　   ②資本準備金の額　

　　　  株主払込資本変動額（会社

        計算規則第68条に定めるも

        のをいう。）から上記第１

　　　　号資本金の額を控除した

　　　　額。
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２．売上高内訳
 （単位：千円）

部門別

前中間期
（17／３～17／８）

当中間期
（18／３～18／８）

増減
前期

（17／３～18／２）

金額
構成比
（％）

金額
構成比
（％）

金額
前年
同期比
（％）

金額
構成比
（％）

映像部門 16,988,306 50.5 13,052,667 44.7 △3,935,638 76.8 32,038,424 48.7

映画 10,682,432 31.8 9,085,755 31.1 △1,596,677 85.1 19,631,121 29.8

ビデオ 5,140,678 15.3 3,538,238 12.1 △1,602,439 68.8 9,582,798 14.6

テレビ 1,165,196 3.4 428,674 1.5 △736,522 36.8 2,824,505 4.3

演劇部門 11,830,767 35.2 10,656,471 36.5 △1,174,296 90.1 23,624,592 35.9

事業部門 4,789,873 14.3 5,496,579 18.8 706,705 114.8 10,126,850 15.4

計 33,608,948 100.0 29,205,718 100.0 △4,403,229 86.9 65,789,867 100.0
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